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「KKE Vision 2011 －発信、工学知。－」 開催報告

～ 53の講演及び体験セミナーを開催 ～

プライベートイベント「KKE Vision 2011 －発信、工学知。－」を 10 月 12 日（水）から 14 日

（金）まで、ヒルトン東京にて開催いたしました。

本イベントは構造計画研究所の企業理念である「大学、研究機関と実業界をブリッジする総合

エンジニアリング企業」の精神のもと、大学、研究機関とビジネスパートナー間の交流を促進す

る場として、年一回、開催しています。

今年は「安心・安全社会の構築」(12 日)、「製造業の未来を切り拓く技術」(13 日)、「復興と未

来の都市インフラ」(14 日)と、開催日ごとに異なる３つのテーマのもと、全 53 件の講演及び体験

セミナーを開催いたしました。開催期間中には、防衛大学校長で東日本大震災復興構想会議議長

の五百旗頭 真 氏をはじめとした各分野の第一人者による基調講演を実施し、開催最終日には日

本建築学会会長で東京工業大学名誉教授の和田 章 氏による記念講演を開催いたしました。

■ 開催概要

・ 日時：2011 年 10 月 12 日(水)～14 日(金)

・ 会場：ヒルトン東京

■ 来場者数（3 日間）：1,835 名

■ プログラム

10/12(水)：安心・安全社会の構築

【基調講演】

東日本大震災の被災経験および今後の研究と展望 東北大学大学院 井上 範夫 氏

【災害に負けない都市づくり】

 時空間で考える地域防災

 災害対応におけるモデリング＆シミュレーション技術の活用

 「東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条例」について

大阪市立大学 宮野 道雄 氏

ボーイング ジャパン 神藤 猛 氏

東京都 吉野 敏郎 氏

【重要施設の災害対策】

 震災の教訓と今後のRC造建物の設計と補強

 大地震への備え ～津波、地盤の液状化の被害予測～

 事業継続（ＢＣ）のための災害リスクマネジメント

 重要施設の電力信頼性～自然エネルギーによる安定供給を目指して～

 石油タンクの地震および津波被害と対策

東北工業大学／日本建築学会東北支部長 田中 礼治 氏

㈱構造計画研究所 島袋 深井 ホルヘ / 安重 晃

㈱構造計画研究所 坪田 正紀

東京理科大学 渡邉 均 氏

消防庁消防研究センター 西 晴樹 氏

【地震と構造技術】

 2011年東北地方太平洋沖地震による地震動

 巨大地震に備えた超高層建物の長周期地震動対策

 未来にむけた構造技術～東日本大震災を経験して～

 ３次元免震の歩み

㈱構造計画研究所 司 宏俊

東京理科大学 北村 春幸 氏

福岡大学 髙山 峯夫 氏

東京大学 藤田 隆史 氏

【維持管理の最新技術】

 地震による設備の落下など不測の被害の現象解明と防止策

 ３次元振動試験システムを活用したICT装置耐震性能向上への取組み

 既存橋梁の健康診断・余寿命推定とその検証

 欧州におけるセンシング・モニタリング技術最新動向

㈱構造計画研究所 楊 克倹

㈱ＮＴＴファシリティーズ 鈴木 幹夫 氏

山口大学大学院 宮本 文穂 氏

Fraunhofer 研究所（ドイツ）Wolfgang Schade 博士

10/13(木)：製造業の未来を切り拓く技術

【基調講演】リスクマネジメントのための失敗学 東京大学大学院 濱口 哲也 氏

10/14(金)：復興と未来の都市インフラ

【記念講演】宇宙原理と建築 日本建築学会会長／東京工業大学 和田 章 氏

【基調講演】跳躍の歴史へ向けて～悲惨のなかの希望～ 防衛大学／神戸大学／東日本大震災復興構想会議議長 五百旗頭 真 氏
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セミナー開催報告

企業防災・事例紹介セミナー2011～今より強固な事業継続（BC）へ～

数十年に一度しか起きない大地震ですが、ひとたび発生すると、その被害は計り知れません。3月11

日の東日本大震災では、東北地方の製造業の被災による影響が国内に留まらず、国外にも波及する結果

となり、実効性のある事業継続計画の必然性が改めて見直されています。

万一の災害においても致命的な事業の中断を回避できる、災害に強い工場／現場にするためには、事

前の対策が不可欠です。構造計画研究所では、震災以前よりお客様の効果的な事前対策のためのお手伝

いをして参りました。

このたび、その豊富な業務実績をベースに、製造業の皆様に地震に対する効果的なリスクマネジメン

トのあり方を、具体的な事例を交えてご紹介させていただくセミナーを企画、開催いたしました。また、

セミナー終了後には、弊社の経験豊富なコンサルタントによる無料相談会（先着6名様）を行いました。

■開催概要

・2011年10月27日（木）：ウインクあいち（名古屋市）

・2011年10月28日（金）：野村コンファレンスプラザ大阪御堂筋（大阪市）

■主催 ：株式会社構造計画研究所

■講演プログラム

●セッション１ 地震対策に関連する東日本大震災後の動向・情報のご案内

講師：吉松慶（防災ソリューション部 災害リスクマネジメント室）

東日本大震災以降、政府や関連機関において震災状況をふまえた様々な分析や検討がなされています。

ここでは、その中から地震対策に関連して知っておくべき動向や情報についてご紹介をしました。

●セッション２ 地震に対する脆弱点の分析事例のご紹介

講師：坪田正紀（防災ソリューション部 災害リスクマネジメント室室長）

効果的な事前対策を行うには、まず事業継続を妨げる脆弱点を分析することが必要です。弊社ではお客

様の意思決定に必要となる情報に応じて、スクリーニングを目的とした簡易レベルから具体的な対策の

効果を検討する詳細レベルまで３つの分析レベルをご提案しております。ここでは各レベルの内容と分

析事例についてご紹介をしました。

●無料相談会

ご参加頂いたお客様を対象に弊社の経験豊富なコンサルタントによる個別相談を実施しました。

担当コンサルタント：防災ソリューション部 災害リスクマネジメント室 室長 坪田正紀

同 技術担当 村地由子

セミナー講演風景

※「KKE Vision 2011 －発信、工学知。－」、および

本セミナーに関するご質問やご要望等につきましては、

本誌裏表紙に記載されているメールアドレス、または

お電話にてお問い合わせください。
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展示会 出展のご報告と今後の出展のご案内

構造計画研究所では、これまでに建築、建設分野において蓄積してきた構造解析技術や地震動、津波、

地盤液状化等の自然災害シミュレーション技術について、製造業をはじめとする様々な業界の方に広く

紹介し、交流を促進することを目的に、展示会への出展を積極的に行っています。

3月11日の東日本大震災では、東北地方を中心に甚大な被害が発生し、多くの企業において実効性の

ある事前の災害対策、事業継続計画（BCP）の必然性が改めて見直されています。また、自然災害だけ

ではなく、施設や設備の老朽化に対する保全・維持管理対策の重要性が高まっています。

こうした社会的背景を踏まえて、今年は「構造解析技術」、「計測技術」、「データマイニング技術」を

応用した、施設や設備の「災害・保全対策ソリューション」をテーマにご紹介をしております。

■出展内容

 災害対策ソリューション

 大規模地震による、強震動、長周期地震動、津波、地盤液状化問題への解析技術の適用

 プラント・工場・設備、耐震対策のための解析技術の適用

 BCP（事業継続計画）策定のための災害リスク評価コンサルティング

 保全・維持管理ソリューション

 設備管理データ解析コンサルティング

～「データマイニング技術」による異常検知・変状予測～

 「実測データ（センシング）」と「構造解析技術」を活用した構造ヘルスモニタリング

～構造同定問題、環境振動問題、疲労劣化、損傷劣化問題への適用～

■出展のご報告

危機管理産業展（RISCON TOKYO）2011

会 期 2011年10月19日(水)～21日(金)

会 場 東京ビッグサイト（東京国際展示場）

主 催 株式会社 東京ビッグサイト

セミナー

保有施設・設備の保全と災害対策をささえる解析技術のご紹介

～危険を予測し、未然に防ぐ 安全・安心・事業継続のために～

エンジニアリング営業部 防災対応室室長 古川欽也

ものづくりNEXT↑2011 メンテナンステクノショー

会 期 2011年11月16日(水)～18日(金)

会 場 東京ビッグサイト （東京国際展示場）

主 催 社団法人日本能率協会

セミナー
プラント・工場・設備の保全・災害対策～危険を予測し、未然に防ぐ～

エンジニアリング営業部 防災対応室 金山亨

（展示ブース写真）と（セミナー写真）掲載

■出展のご案内

第16回 震災対策技術展－自然災害対策技術展―

会 期 2012年2月2日(木)～3日(金)

会 場 パシフィコ横浜／アネックスホール

主 催 「震災対策技術展」実行委員会

セミナー
地域性を考慮した経済的な耐震・補強対策 と BCP策定のための災害リスク評価に

ついて

※招待状をご希望の方は、本誌裏面の「お問い合わせ先」までご連絡ください。
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次元削減を用いた高次元電力時系列データの可視化

㈱構造計画研究所

耐震技術部 鈴木 由宇

設備を保全するための管理データは、今後より一層蓄積されていくことが予想されます。一方で、設

備に起きうる異常を発見するなど、これらのデータを有効活用して意思決定につなげる、ということは

あまり行われていないのが現状です。今回はこれらのデータの活用方法として、データの次元削減によ

ってデータを見やすい形に変換し、データに潜む異常を早期に発見するための方法をご紹介いたします。

■設備管理データの処理の問題

建築物やインフラなどの設備を保全するために、これら

にセンサを取り付けて、加速度やひずみ・電力といった管

理データを取得するという事例が増えています。そしてこ

れら設備管理データの蓄積も進んでいます。一方でこれら

の設備管理データは、実際に異常が起きてからその原因を

突き止めるために用いられていることが多く、日々の設備

の運用・管理には十分に活用しきれていないのが現状です。

これは設備管理データが持つ特徴が原因として考えら

れます。設備管理データは「監視場所の数×サンプリング

時点数」という大規模なデータ(高次元時系列データ)であ

るため、すべての系統を監視するのに大きな負担がかかり

ます。設備管理データを日々の点検に活かし、設備の故障

や異常を早期発見するには、設備管理データに対してデー

タ分析を行い、管理者が意思決定しやすい形に変換する必

要があります。

■次元削減による高次元データの可視化

設備管理データを有効に生かすための方法として、機械

学習の分野で研究が進んでいる次元削減をご紹介いたし

ます。次元削減は、高次元時系列データを低次元に圧縮す

る手法です。次元削減を用いて 1 日分の時系列データを 2

次元のマップ上に 1 つの点で表現します。こうすることで、

ある特定の 1 日のデータが、普段のデータの分布からどの

程度離れているか(異常度)を示すことができるようにな

ります(図 1)。

■多次元尺度構成法

今回は、次元削減の手法のうち「多次元尺度構成法」

(Multidimensional Scaling, MDS)をご紹介いたします。

多次元尺度構成法は、データ間の距離が与えられている

ときに、そのデータの座標を復元するアルゴリズムです。

データ間の距離を保つように座標を復元するので、遠いデ

ータ点同士は遠くに、近いデータ点同士は近くに配置され

るようになります(図 2)。

データ点の座標を復元する手順は以下の通りです。

データ点の距離行列が D={dij}で与えられているとしま

す。この距離行列のもとになっているデータ点の座標行列

を X としたときに、B=XXTで定義される行列 B={bij}の成

分はデータ点の内積で定義されます。距離行列 D を用い

て行列 B を表現することができれば、行列 B の平方根を

求めることで座標行列 X を推定することができます。

成分に着目すると、

ijjjiiij bbbd 2

という関係式が得られます。これより、

 T

N

T IJJDJB 111
2
1 

と書き表すことができますので、D により B が求まりま

す。その後に B を固有値・固有ベクトルで表現すると、

  TT VVVVB 2/12/1 

となります。固有値・固有ベクトルを上位 2 つまで取る

と、X の推定量

2/1ˆ VX

は 2 次元にマッピングすることができます。

■実データへの適用事例

高次元データの可視化の事例として、ある工場設備にお

ける電力の使用状況のデータ(1 か月分、100 系列×24 時間

×31 日)を用いました。

この工場設備において監視するべき系列数は合わせて
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100 系列あります(図 3)。このため、熟練者であれば波形

パターンから異常がないかどうかを見分けることができ

ますが、経験の浅い管理者にとってはこの監視業務は大き

な負担になります。

多次元尺度構成法を用いるために、1 か月分のデータを 1

日ごとに区切り、100 系列×24 時間のデータ(2,400 次元の

ベクトル)を 31 日分作成しました。そしてこのデータに対

してユークリッド距離で距離行列を作成し、多次元尺度構

成法を用いて 31 日分のデータを 2 次元にマッピングしま

した。その結果が図 4 です。この図からわかるとおり、

2011/07/22 のデータのみが他の日のデータが集中してい

る場所から外れているということが確認できました。この

日のデータを詳細に確認したところ、ある特定の 3 つの電

力系統が、普段と異なる挙動を示していることが確認でき

ました(図 5)。この日のデータは、他の日のデータとの距

離が大きいため、このように離れて配置されます。

■まとめ

多次元尺度構成法を用いることにより、設備管理データ

のような人間の目で追いかけるには難しい高次元時系列

データを、2 次元にマッピングすることができます。この

ことにより、設備の管理者にデータを見やすく表現するこ

とが可能になるため、見落としがちな異常などを早期に発

見するサポートをすることができるようになります。

構造計画研究所では、次元削減以外にも様々なデータ解

析手法を用いることで、設備管理データの有効活用のお手

伝いをいたします。
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図 1 次元削減によるデータの可視化
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図 2 多次元尺度構成法の概念図

図 3 工場設備における 1 日分の監視対象データ

図 4 多次元尺度構成法による電力データの可視化

図 5 通常と異なる挙動が確認できた 3 系統
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津波解析とその応用事例のご紹介

㈱構造計画研究所

防災・環境部 落合 努

2010年3月11日午後2時46分、東北地方太平洋沖地震が発生しました。この巨大地震によりもたされた

津波は、北海道、東北、関東地方にかけての太平洋沿岸を中心に、北海道から沖縄まで、日本海側を含

む広い範囲に押し寄せました。地震発生後の各種研究機関の調査によると、岩手県の宮古市等で30m以

上の遡上も確認されました。また、国土地理院による調査などでは、津波による浸水面積は約535km2

と、東京の山手線内側面積の約8.5倍にまで及んでいることが確認されています1)。

この地震発生以降、津波防災に対する意識が高まり、特に南海トラフの地震被害が予測される地域で

は、早急な検討・対策が望まれています。

構造計画研究所は、地震発生以前から津波解析に関するコンサルティングやプログラム開発を進めて

おり、ここでは津波解析の概要や解析事例等を紹介させていただきます。

1.津波解析の概要

（1）解析手法の概要

津波とは、地震によって発生した海底地盤の急

激な変化により海水面が上昇（下降）し、水面の

変動が海面を伝播して海岸に打ち寄せる現象で

す。津波の挙動を計算するためには以下の手順が

必要となります。

①海底および陸上地形の作成

（海底地形データや地上標高データを活用）

②地震による海底地盤の変化量を設定

③海底地盤の変化量を水面変動として設定

④波の伝播計算

波の伝播計算は、以下の非線形長波方程式を差

分法を用いて解くことにより水平方向の流量と

水位変動量を計算しています。

運動方程式：

連続式：

（2）格子の細分化

波源のある外洋から、陸上遡上域まで図 1 のよ

うに領域を分け、多重格子を用いて計算を行って

います。この手法を用いることにより、効率的な

計算が可能となり遡上域付近のみ詳細な検討を

行うことが可能などのメリットがあります。

図 1 多重格子による領域設定

（3）津波波源の設定

津波波源の基となる海底地盤の変動量は、断層

パラメータを設定し、Manshinha&Smylie 式によっ

て求めています。

図 2 断層パラメータの設定

計算格子の細分化イメージ
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2.津波解析事例

ここでは、弊社のプログラム「津波シミュレータ」による解析事例を紹介します。図 3 は南海トラフ

で想定されている海溝型地震 3 つ（東海+東南海+南海）が同時に発生した場合の解析事例です。沿岸部

で、5m を超えるような大きな津波が到達していることが確認できます。

「津波シミュレータ」を用いると、図のような波高の 2 次元分布図、任意地点の時刻歴の波高変動量、

3 次元のアニメーション等が比較的簡易に出力可能です。

図 3 解析事例（東海+東南海+南海地震津波）

3.津波解析の応用

（1）建築物の影響と粗度

一般に、遡上解析の際、土地

利用状況は粗度（摩擦力）によ

って考慮します。

ここでは、遡上域（住宅地）

を粗度で設定した場合と、住宅

を建物としてモデル化した場

合(建物の格子に高さを持たせ

る)の違いを検討した例を示し

ます。

図の上段は粗度で設定した

モデル、下段は建物としてモデ

ル化した例です。同一時間で遡

上の先端は概ね同一の位置と

なっていますが、遡上域での水

の流れが上下で大きく異なっ

ていることが確認できます。

（2）波源の設定

津波シミュレーションでは、初期波源をどのように設定するかが非常に重要となっています。前記し

たとおり、初期波源は断層パラメータより求められ、通常断層パラメータは「過去の歴史地震」や「中

央防災会議等の公開資料」から設定します。しかし、「過去の歴史地震」はある特定のマグニチュード

の地震であり、今後さらに大きな地震が発生する可能性もあります。ここでは、津波波源として歴史地

震を基にさらに大きなマグニチュードを仮定する場合の方法について一例を示します。

0 分後 10 分後 20 分後

波高(m)

300 秒 450 秒

300 秒 450 秒

建物として

モデル化

粗度係数で

モデル化

図 4 建築物の影響と粗度
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一般に、地震のマグニチュードは、断層の面積や移動量等か

ら下式によって求められます。

Mo：地震モーメント（ ）

D :断層の移動量、S ：断層面積、μ：弾性率

式からわかるように、地震のマグニチュードを大きくするに

は、地震モーメントすなわち断層面積や移動が大きくなる必要

があります。この式を変換すると、マグニチュードを 0.1 大き

くするためには以下の変更で対応可能となります（図 5）。

①移動量のみ大きくする場合

移動量（D）を 1.41 倍する

②移動量と面積を大きくする場合

移動量、長さ、幅をそれぞれ 1.12 倍する

（3）波圧の評価

東北地方太平洋沖地震で発生した津波により、多くの構造物

に被害が発生しました（図 6：堤防の崩壊例、岩手県下閉伊郡

山田町の例）。現在津波の波圧は、計算式としてはいくつか提

案されていますが、砕波による衝撃力などを考慮した評価は困

難です。

津波の衝撃力（波圧）の評価としては、簡易的に浸水深のみ

を用いる方法とシミュレーション等によって得られる流速と

浸水深を用いる方法があります。浸水深のみを用いる方法では

圧力を静水圧力の 3倍として評価します。浸水深と流速より評

価する場合は、圧力を静水圧力と動圧から評価します。

)3( zhgp   （浸水深のみ）

2

2

1
)( vzhgp   （浸水深と流速）

p:圧力、ρ:密度、g：重力加速度、

h：浸水深さ、v：流速、z：圧力を求めたい高さ

浸水深と流速で求めた圧力を図 8 に示します。図から、静水

圧力の約 3倍が合成圧力となっていることが確認でき、浸水深

が求められると簡易的に波圧の最大値レベルの評価は可能で

あることが分かります。ただし、波圧の時間的な変化やより詳

細な検討が必要な場合には流速のデータが必要となります。

  5.1/1.9log10  ow MM

DSM o 

①移動量のみ大きくする

②移動量と面積を大きくする

図 5 マグニチュードの変更手法

図 6 津波で崩壊した堤防

図 7 波力評価方法

図 8 波圧の計算例
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（4）避難シミュレーション

津波に対する被害の軽減を考えるには、ハード面のみでなくソフト面の対応（減災）の考え方が重要

となってきます。ここでは、浸水解析とマルチエージェントシミュレーション※1を組み合わせた避難シ

ミュレーションを行った事例を紹介します。

この解析では、あらかじめ避難可能なルート、避難所や避難開始時間を設定し、人（ ● ）を配置し

ます（図 9 左）。浸水解析によって時間を追って避難可能なルートが変化していくなか、どのようなに

人が動き避難するのかをシミュレーションしています（図 9 右）。

このようなシミュレーションをすることで、避難経路や避難所の検討を行うとともに、住民の方々へ

の防災意識の向上等のソフト面の対応に役立つと考えています。

図 9 避難シミュレーションとの連携例

※1：自らの価値基準に従って、行動を自由に選択できる自立的な要素が多数共存する環境下のシミュレーション

4.おわりに

ここでは、構造計画研究所が行っている津波解析やその応用例について、事例を主体に紹介させてい

ただきました。

津波解析については、いまだ発展途中の技術であり、「想定する地震の不確かさ」、「断層の不均質や

破壊の伝わり方」や「構造物に作用する詳細な波圧」等さまざまな課題があります。弊社では、これら

の課題に対して、プログラムの改良や新たな解析手法を検討するなど常に最新の知見等を取り込む努力

を続けています。

今後も、これらの努力を続けることにより弊社の技術が少しでも今後の防災・減災に役立ち、安心・

安全な世の中への手助けになれば幸いです。

最後に、東北地方太平洋沖地震によって被災された方々が一日も早く復興することを願います。

参考文献

1）：平成 22 年度 国土交通白書、国土交通省

2）：津波シミュレーター マニュアル：構造計画研究所

避難ルートの設定 浸水解析とマルチエージェントによる避難シミュレーション
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準リアルタイム配信される地震観測記録を活用した道路復旧プロセス
評価に関する検討

坪田正紀* 橋本光史* 森俊勝* 志村泰知* 北上靖大* 村地由子*

Restoration Process Assessment of Roads Based on Near-Real-Time Seismic Records

by

Masaki TSUBOTA*, Mitsufumi HASHIMOTO*, Toshikatsu MORI*, Taichi SHIMURA,

Yasuhiro KITAKAMI* and Yuko MURACHI*

In order to rapidly resolve the problem of isolated towns/settlements due the post-earthquake simultaneous damages of roads,

it is important to collect information on damaged roads, identify the sections in priority to be recovered, and assign the recovery

teams as quickly as possible. However, all necessary information for decision-making of restoration strategy planning wasn’t

supplied enough, such as the Mid-Niigata Earthquake in 2004. In this paper, near-real-time seismic records are utilized to evaluate

the damage of road traffic network in order to supply the information gaps immediately after the huge earthquakes. And the

time-reduction effect of differences in roads restoration strategies is studied using Multi-Agent Simulation, which is modeling the

virtual space where agents (i.e., recovery teams) will make decision by themselves based on the restoration strategy rules defined

preliminarily. The simulation results indicate that there is relatively-minor reduction of total extrication time if the strategy rule is

given a weight to reduce the total number of rescued people more than same level of a distance for the damaged area.

Key words: Estimation of damage, Disaster recovery, Multi-agent simulation

1 緒 言

平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震では，強い揺れ

により脆弱な地質構造の山間部において土砂災害が多

発した．土砂災害に伴う交通の分断や情報通信の途絶は，

各地で多数の孤立集落を発生させた．平成 17 年に行わ

れた内閣府の調査 1)によると，地震に伴う土砂災害や道

路施設の被害等の要因により道路交通が途絶し，孤立す

る可能性がある中山間地の農業集落は，全国で約 17,000

に上ると報告されている．その後，平成 20 年（2008 年）

岩手・宮城内陸地震でも孤立集落が発生したことを受け，

フォローアップ調査 2)が実施されたが，孤立する可能性

のある全国の農業集落数に大きな変化が見られない状

況であった．

一般的に中山間地域はアクセス経路が少なく，一刻を

争う事態にはヘリコプターの活用が不可欠である．しか

し，本格的な人命救助・避難・物資輸送・ライフライン

復旧活動において，道路が担う役割は非常に大きい．内

閣府の提言 3)においても，発災後に迅速な孤立の解消を

図るためには，特に道路の被災情報を速やかに収集・関

係機関で共有し，優先的に啓開・復旧すべき被災箇所へ

の迅速な対応を行うことが重要とされている．

しかしながら中山間地域においては，地震発生直後の

初動期において，同時多発的に発生する道路の被災情報

を十分に把握して復旧対応の意思決定を行うことは困

難である．そこで本稿では，そのような状況下における

研究的試みとして，準リアルタイムに配信される地震観

測記録を活用して集落へ至る道路網の被害状況を推定

することにより初動期の情報不足を補い，道路復旧プロ

セスに関して検討を行った事例を報告する．道路復旧プ

ロセスについては，作業班が復旧戦略に基づいて意思決

定して行動する状況をマルチエージェント・シミュレー

ションにより再現し，作業班のふるまいが復旧作業全体

に及ぼす影響について検討を試みた．

2 地震観測記録を活用した道路被害推定

2･1 準リアルタイム災害シミュレータ

道路被災状況の推定は準リアルタイム災害シミュレ

ータを用いて行う．Fig.1 に示す準リアルタイム災害シミ

ュレータは，発災後に準リアルタイム配信される情報を

自動収集し，その情報を活用してピンポイントまたは広

域の被害推定を行うことを目的に開発したシステムで

ある．推定結果は携帯端末でも確認できる．

地震災害の場合，準リアルタイム配信される情報とは

地震観測記録である．シミュレータが自動収集した地震

観測記録にはその観測点の局所的な地盤性状に起因す

る揺れの特徴が含まれるため，Fig.2 に示すように次の手

順で地震被害推定を行う．①観測記録から各観測点の地

盤性状に起因する揺れの特徴を取り除き，基盤面での地

震動強さを評価する．②局所的な地盤性状の影響が取り

除かれた基盤面で地震動強さの空間補間を行う．③補間

結果から評価地点の基盤面の地震動強さを求める．④評

価地点の地盤性状に起因する揺れの特徴を③に加味し，

* （株）構造計画研究所 〒164-0011 東京都中野区中央4-5-3 Kozo Keikaku Engineering Inc., 4-5-3, Chuo, Nakano-ku, Tokyo
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評価地点の地震動強さを評価する．⑤その地震動強さが

生じたときの評価地点の被害状況を推定する．

基盤面での地震動強さの空間補間には，観測点が密で

はない状況や外挿時の精度を考え，空間現象を連続空間

確率場でモデル化し，観測データから任意の位置の確率

場の値を予測する Kriging 法を用いる．本シミュレータ

では，平均値と共分散値を既知とする単純型 Kriging を

内蔵し，平均値は地震動強さの距離減衰式により与える．

Fig.1 Near-real-time disaster damage simulation system

Fig.2 Evaluation of seismic intensity at unobserved points

2･2 適用事例

2･2･1 対象地震と対象地域

平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震の観測記録を用

いて，Fig.3 に示す新潟県の中山間地域における幅員 13m

以上の国道，県道を対象に道路被害推定を行った．

Fig.3 Simulation area for case study

2･2･2 推定条件

地震観測記録は，独立行政法人防災科学技術研究所の

強震観測網 K-NET の観測記録を用いた．観測された 3

成分の加速度波形から計測震度を算定し，藤本・翠川 4)

による(1)式を用いて計測震度から地表速度を推定した．
2)(log213.0log603.2002.2 PGVsPGVsI  (1)

ここに，I は計測震度，PGVs は地表速度(m/s)である．

地震ハザードステーション J-SHIS で用いられている

250m メッシュ単位に整備された表層 30m の平均 S 波速

度データ 5)を利用して，藤本・翠川 6)による(2)式を用い

て算出した表層地盤の速度増幅率を，各地点の地盤性状

に起因する揺れの特徴とし，地表速度に除して基盤速度

を推定した．

30log852.0367.2)log( AVSamp  (2)

ここに， amp は S 波速度が 600m/s である硬質地盤の

最大速度に対する地表最大速度の増幅率， 30AVS (m/s)

は表層 30m の平均 S 波速度である．

基盤速度を対数正規確率場でモデル化し，単純型

Kriging を用いて補間計算を行った．平均値成分は(3)式

に示す司・翠川による距離減衰式 7)で評価した硬質地盤

上の最大速度とし，共分散は距離の１乗に比例する指数

関数型を仮定した．なお相関距離は，観測点密度をふま

えて 20km とした．

29.10038.058.0log  dHMwPGVb

XX Mw 002.0)100028.0log( 50.0  (3)

ここに， PGVb (m/s)は S 波速度が 600m/s である硬質

地盤上の最大速度，Mwは地震のモーメントマグニチュ

ード，X (km)は断層最短距離，H (km)は震源深さ，d は

地震タイプ別係数（地殻内地震 0.0，プレート間地震-0.02，

プレート内地震 0.12）である．

補間計算した評価地点の基盤速度に，(2)式を用いて算

出した評価地点の表層地盤の速度増幅率を乗じて地表

速度を求め，(1)式を用いて計測震度を推定した．

道路被害については，Table1 に示す常田ら 8)により分

析された新潟県中越地震における震度別の国道の全面

通行止め発生率を用いて，全面通行止め発生箇所数を簡

易推定した．

Table 1 Occurrence rate of fully blocked national roads after the

Mid-Niigata Earthquake in 2004 (JMA: Japan Microphotography Association)

JMA Seismic intensity 5- 5+ 6- over 6+

Rate of fully blocked roads

(place/km)
0.003 0.030 0.105 0.291

2･2･3 推定結果

先に示した条件に基づき推定した地表の計測震度分

布を Fig.4 に示す．図中の○印は空間補間に用いた観測

点である．道路データは数値地図 25000 空間データ基盤

を用い，道路網を構成する道路リンク単位（リンク数

12,339）で全面通行止め発生箇所数を推定した．

初動期での適用を考える際には，推定結果が得られる

までに要する時間も重要な条件となる．本事例で観測記

録の自動収集開始から道路被害推定までに要した時間

はおよそ 8 分程度であった．

Seismic source

Bedrock

Ground
surface

Site amplification

Evaluation point

Observation point

Spatial interpolation
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Fig.4 Estimated spatial distribution of JMA seismic intensity using

K-NET seismic records in the 2004 Mid-Niigata Earthquake

3 被害結果をふまえた復旧プロセスの評価

3･1 復旧プロセスシミュレーション

交通の分断や情報通信が途絶されている初動期には，

復旧作業において個々の作業班は，限られた情報の中で，

状況に応じた意思決定に迫られるケースが想定される．

そこで本検討では，自律的な因子をモデル化した「エ

ージェント」を定義し，仮想的な社会上で多数のエージ

ェントに同時進行的に一定のルールを実行させて，その

結果出現する「現象」を観察するためのシミュレーショ

ン技法であるマルチエージェント・シミュレーションを

用いて道路復旧プロセスの評価を行った．

作業班を「エージェント」と定義し，孤立状況を解消

する復旧戦略ルールに基づき意思決定して行動する状

況を再現し，作業班のふるまいが復旧作業全体に及ぼす

影響について検討を試みた．

3･2 適用事例

3･2･1 対象地区と補給地点

孤立判定を行う地区は，Fig.3 に示す道路網にかかる町

丁目単位の地区（地区数 450）と定義し，各地区の人口

は国勢調査データに基づき与えた．

復旧作業班の出発点であり，物資の補給基地である補

給地点を，道路網の中で第 1 次緊急輸送道路に該当する

道路の端点の 4 箇所に設定し，補給地点から各地区まで

アクセス可能な道路が存在する場合には当該地区は『孤

立していない』，アクセスする道路の全てが被害を受け

ている場合には『孤立している』と定義した．

3･2･2 復旧作業班の行動モデル

各補給地点には 1 つの作業班が所属するものとし，計

4 つの作業班が復旧にあたるものとした．復旧作業班は

各補給地点から復旧活動を開始し，行動タスクは，指定

箇所に移動する，復旧活動を行うの 2 パターンとした．

道路被災情報として，先の検討において道路リンク単位

で推定した全面通行止め発生箇所を与え，作業班がいる

位置から道路の被害を通過せずに到達できる被害箇所

を復旧候補箇所とした．また，作業班は，指定箇所まで

到達可能な最短経路の道路上を移動するものとした．

3･2･3 復旧戦略シナリオ

現在到達可能な復旧候補箇所の中で，どこを優先的に

啓開・復旧すべきかを判断する際に，どの因子をどの程

度重視するかというルールを復旧戦略シナリオとして

与えた．

本検討では，孤立状況の解消の観点から「①被害箇所

を復旧することで孤立が新たに解消される総人数」，復

旧スピードの観点から「②現在位置から被害箇所までの

距離」という 2 つの因子を戦略設定の感度指標として与

えた．①については，候補被害を復旧したことにより補

給地点からの補給が可能となり，新たに孤立状況が解消

される人数を候補被害リストの最低値を 0，最高値を 1

として正規化し，人スコアとしてスコア化した．②につ

いては，作業班の現在地から各候補被害までの距離を候

補被害リストの最高値を0，最低値を1として正規化し，

距離スコアとしてスコア化した．

意思決定に用いる戦略スコアを(4)式のとおり，人スコ

アと距離スコアの和として定義し，各復旧作業班は最も

戦略スコアの高い復旧候補箇所を優先的に復旧するも

のとした。なお，他の班が作業中または作業予定の被害

箇所については，戦略スコアから 2 を減じたものを戦略

スコアとすることで，他班との競合を回避した．

戦略スコア＝(a×人スコア)＋(b×距離スコア) (4)

ここに，a，b はスコアの重み係数（0～1）である．

Table 2 に示す重みの組み合わせからなる 8 つの戦略

（A～H）を設定し，全復旧時間（全ての地区がいずれ

かの補給地点に接続するまでの時間）と救出時間（全住

民の孤立時間の平均）を比較することで，戦略ルールと

して，孤立解消の観点と復旧スピードの観点の意思決定

の重みがもたらす影響を検討した．

Table 2 Scenarios of restoration strategies

Scenario
Weight

The number of residents Distance

A

B

C

D

E

F

G

H

0.0

0.0

0.25

0.333

0.5

0.666

0.75

1.0

0.0

1.0

0.75

0.666

0.5

0.333

0.25

0.0

3･2･4 シミュレーション結果

復旧作業班の移動は自動車で行うものとして，移動速

度を時速 15km と与えて移動時間を考慮した．全面通行

止め箇所の暫定的な復旧に要する時間を 12 時間／箇所

（1 日 2 箇所）と設定して，各戦略に基づくシミュレー

ションを行った．先の検討において道路リンク単位で推

定した全面通行止め発生箇所をその道路リンクの全面

通行止め発生確率として与え，500 試行した全復旧時間
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と救出時間の中央値と 25～75 パーセンタイルの幅を

Fig.6 (a)に示す．なお，図化に際してシナリオ A の中央

値を 100 とした基準化を行っている．

現在位置から被害箇所までの距離のみを重視した戦

略（シナリオ B）の場合，復旧候補箇所をランダムに復

旧する（シナリオ A）よりも救出時間がやや長くなり，

ばらつきも大きくなる結果となった．被害箇所を復旧す

ることで孤立が新たに解消される総人数を重視した戦

略をとることで救出時間は短縮されるが，意思決定の重

みを 0.5 以上に増加させてもあまり効果が見られない結

果となった．また，現在位置からの被害箇所までの距離

を重視しても全復旧時間が短縮される様子はあまり見

られなかった．8 つの戦略を比較した結果，全復旧時間，

救出時間を短縮する観点からはシナリオEまたは Fが効

率的と判断された．

Fig.6 (b)には，全面通行止めの暫定復旧に要する時間

を 3 時間／箇所と短く設定したときの結果を示す．距離

の重みを増加させるほど，全復旧時間が短縮される傾向

が見られ，距離を重視した戦略は復旧に要する時間が短

い場合には効果的と考えられた．

本検討では，全面通行止め発生箇所に対する復旧時間

を確定値として与えたが，実際には復旧時間にはばらつ

きがあり，その不確定さをふまえた復旧時間の検討が必

要である．その場合，例えば，被害復旧のための作業時

間について候補被害リストの最低値を 0，最高値を 1 と

して正規化した作業スコアを戦略スコアに反映する必

要がある．
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Fig.6 Median value of 500 trails for each strategy (shown by

reduction ratio to strategy A)

4 結 言

中山間地域において，地震発生直後の初動期に道路被

害の全容をふまえた復旧対応を行うことが困難な状況

を想定して，準リアルタイムに配信される地震観測記録

を活用して集落へ至る道路網の被害状況を推定し，推定

結果に基づく道路復旧プロセスに関して検討を行った．

道路復旧プロセスについては，マルチエージェント・シ

ミュレーションを用いて孤立状況を解消する復旧戦略

ルールに基づき復旧作業班が意思決定して行動する状

況を再現し，作業班のふるまいが復旧作業全体に及ぼす

影響の検討を試みた．

本事例では，実被害から整理された震度別の全面通行

止め発生率を用いて道路被害の簡易推定を行ったが，今

後，詳細な地形条件を考慮した盛土崩壊や斜面崩壊によ

る被害，河道閉塞による二次的被害などの考慮について

検討を進めていく予定である．復旧プロセスの評価につ

いては，より現実的な行動状況の再現のために，道路の

重要度を考慮した戦略スコアの設定や，復旧作業班の能

力・機能の差や作業班同士の協調作業の考慮，巡視班に

より収集された情報を反映した意思決定のアップデー

トなどが必要であり，さらに検討する必要がある．
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アブストラクト

地震災害軽減のためには、ある特定の地震が発生した際の地震動をシミュレーションによって

正確に予測し、それに基づいた対策を検討しておくことが有効と考えられる。近年では、地面を

ガタガタと揺する短周期の地震動だけでなく、高層建築物や巨大構造物に影響を与えるゆっくり

した長周期の揺れ（長周期地震動）も適切に評価することが求められている。特に、大規模平野

や盆地などでは長周期地震動が卓越することが知られている。これらの地域を対象に短周期から

長周期までの広周期帯域における地震動シミュレーションを精度良く行うためには、正確な対象

地震の震源モデルと広範囲にわたる 3 次元的な地下構造モデルを用いた計算が必要となる。しか

しながら、計算規模が非常に大きくなるため、通常の PC クラスタでは計算速度やメモリなどの

制約から実現が困難である。

昨年度は、震源の物理や地震波動理論に基づいた 3 次元有限差分法の地震波伝播解析プログラ

ムを計算能力の高い地球シミュレータに移植し、㈱構造計画研究所所有の PC クラスタの約 90 倍

の計算速度が得られることを確認した。本年度は、プログラムの計算速度が昨年度よりも約 48 倍

速くなるように改良および最適化を行い、大規模問題の取り扱いを可能にした。本プログラムを

使用して、地震が発生した場合に長周期地震動の卓越や大きな被害が予測される関東平野を対象

に、過去の被害地震（1923 年関東地震）のシミュレーションを実施した。結果として、最も遅い

地震波速度(Vs-min)が 350 m/s となる地下構造モデルを用いた場合に 1 Hz まで、Vs-min = 600 m/s

のモデルを用いた場合に 2 Hz までの地震動シミュレーションを実現し、観測波形との比較により

計算精度の確認を行うことができた。

キーワード： 波動伝播、差分法、長周期地震動、関東地震
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1. はじめに

日本は 4 つのプレートがぶつかり合う地域に位置し地震が多く発生するため、古くから地震災

害の脅威にさらされてきた。地震による被害を軽減するためには、あらかじめ起こりうる被害を

予測しておき、予測結果に基づいた対策を講じておくことが重要である。近年では、短い周期の

波によるガタガタした強い揺れ（短周期地震動）だけではなく、高層建築物や巨大構造物に影響

を与える長い周期の波が伝わることによって生成されるゆっくりした揺れ（長周期地震動）も考

慮した地震動評価を行うことが求められている。長周期地震動は、2003 年十勝沖地震（気象庁マ

グニチュード 8.0）の際に震央から約 250 km 離れた苫小牧市内で発生した石油タンク火災の原因

の一つとして注目されるなど、地震動による被害を考える上で、主要な課題の一つとなっている。

2011 年 3 月に起こった東北地方太平洋沖地震（気象庁マグニチュード 9.0）の際には、震源地か

ら比較的離れた東京都の高層ビルが 10 分間以上にわたり、最上階では 1 m を超えて揺れ続けてい

たことが報告されている（例えば朝日新聞社, 2011 1)を参照）。

このような背景と計算技術の向上に伴い、地震波伝播の理論的なシミュレーションを被害の予

測に用いることが多くなってきている。図 1 に地震動評価におけるモデル化の概念図を示す。理

論的な計算においては、精度の高い 3 次元地下構造モデルと対象地震の震源断層モデルを用いて、

長周期から短周期までの広帯域にわたる地震動シミュレーションを精度良く行うことが望ましい。

しかしながら、長周期地震動が卓越する関東平野などの大規模平野を対象として、短周期を視野

に入れた 3 次元の地震動シミュレーションを実施する場合には、通常の PC クラスタでは計算が

困難となる。これは、理論的手法で S 波速度(Vs)が遅い（Vs = 350 m/s 程度の）層を含む地下構造

を伝播する波形を短周期まで計算しようとすると、透過振動数の関係から差分格子間隔を非常に

細かく設定する必要があり莫大な格子点となり、PC クラスタなどで計算する計算速度やメモリな

どの制約が発生するためである。

本プロジェクトでは、昨年度に地球シミュレータに移植した地震波の伝播解析プログラムを改

良および最適化して、大規模問題の取り扱いを可能にした。また、本プログラムを使用して、大

規模平野での強震動シミュレーションシステムを構築する。具体的には、地震が発生した場合に

長周期地震動の卓越や大きな被害が予測される関東平野を対象に、過去の被害地震である 1923 年

関東地震のシミュレーションを実施し、観測波形との比較により計算精度の確認を行った。



00 解析雑誌 Vol.27 2011/12 ㈱構造計画研究所

Journal of Analytical Engineering, Vol.27 Technical Report 1

図 1 地震動評価におけるモデル化の概念図

2. 計算プログラム

波動伝播シミュレーションには、3 次元有限差分法に基づく地震波伝播解析プログラムを使用

する。昨年度、地球シミュレータに移植した本プログラムに並列化およびベクトル化のチューニ

ングを実施した。最終的なプログラム性能は 96 ノード(768 CPU)の場合において、平均ベクトル

化率 99.190%、並列化率 99.898%となった。計算速度は、構造計画所有の計算 PC クラスタ（3 ノ

ード(6CPU)，AMD AthlonX2 2.1GHz）の約 4,300 倍、前年度の 48 倍となった。

3. 計算条件

3.1. 対象地震

対象地震として、関東平野付近での過去の被害地震である 1923 年の関東地震（関東大震災，マ

グニチュード 7.9）を採用した。図 2 に対象地震の断層設定、破壊開始点、および評価地点（サ

イト）を示す。震源断層モデルは、Wald and Somerville (1995) 2)が推定した関東地震の震源断層の

不均質すべりモデルから、Somerville et al. (1999) 3) の手順により強い地震動を生成するアスペリテ

ィ（図 2 の黄緑色の部分）を抽出した特性化震源モデルおよび地震調査研究推進本部(2009a) 4)を

参考に設定した。また、壇・佐藤(1998) 5)で使用された震源断層の不均質すべり分布を考慮した震

源断層モデルを用いた計算も行った。
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図 2 震源モデル

3.2. 計算領域（格子数、格子間隔）

地震波伝播シミュレーションの対象地域には関東平野を含む断層周辺の領域を採用し、地震動

の評価地点（サイト）は東京大学の本郷とした。図 3 に 3 次元地下構造モデルと断層の配置を示

す。シミュレーションで使用する地下構造モデルは、長周期地震動予測地図 2009 年試作版（地震

調査研究推進本部, 2009b 6)）において公開されている想定東海地震・東南海地震のための 3 次元

地下構造モデルのうち、地震断層を取り囲む領域を抽出して使用した（図 4 参照）。計算の大き

さは南北方向 153.6 km × 東西方向 204.8 km × 深さ方向 51.2 km で、格子間隔は 50 m、計算規模

は約 130 億格子規模である。

図 3 地下構造モデルと断層の位置 図 4 地下構造モデルの断面図（S 波速度構造）
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3.3. 計算対象周波数

離散化した波動方程式を数値的に解く場合、数値計算の不安定性に注意する必要がある。十分

な演算精度を安定して得るためには、計算対象の地震波の波長に比べて十分に小さな格子間隔を

取る必要があり、空間 4 次精度の差分演算子を用いる場合は、1 波長あたり 6 格子程度が必要と

なる。これらの関係は、以下の安定条件により表される。

h

V
f

6
min

ここで、

Vmin：対象地盤の最小地震波速度(m/s)

h：格子間隔(m)

f：周波数(Hz)

本プロジェクトにおいては、ケース 1 では対象とする地下構造モデルの最小地震波速度(Vs-min)

=350 m/s とし、ケース 2 では最小 Vs = 600 m/s として計算を行う。格子間隔（50 m）とケース 1

およびケース 2 の最小の地震波速度（350 m/s および 600 m/s）を代入すると、それぞれ対象周波

数帯は約 1 Hz および 2 Hz までとなる。従って、格子サイズが同様であっても地下構造モデルの

Vs-min の値が大きいケース 2 の方が、より短周期まで安定して計算される。

4. 結果

図 5 に、東京大学の本郷（サイト）における観測記録、既往研究（壇・佐藤, 1998 5)）による計

算波形、および本プロジェクトで特性化震源モデルを用いてシュミレーションした計算波形の比

較を示す。計算した波形の振幅および位相（波形の形状）は観測記録を再現している。また、サ

イトは震源（破壊開始点）から約 62 km 離れているが、関東平野の影響で最初の大きな揺れの後

に周期的な長周期の波が生成されていることが分かる。図 6 に波動伝播の様子のスナップショッ

トを示す。この図を見ると、断層面上から放出された地震波が伝播していく様子が分かり、堆積

層の厚い平野部では比較的大きな振幅の波が 120 秒後にも続いているのが分かる。短周期を視野

に入れた波形計算という視点では、大規模な 3 次元地下構造モデルにおいて Vs-min = 350 m/s と

した場合（ケース 1）には 1 Hz まで（図 7a）、Vs-min = 600 m/s とした場合（モデル 2）には 2 Hz

まで（図 7b）の波形計算を実現することができた。

図 5 観測記録と計算波形の比較
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図 6 波動伝播の様子
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図 7 短周期を視野に入れた波形計算の結果

5. まとめ

地震時の大規模平野の地震動シミュレーション技術の開発を目的に、計算能力の高い地球シミ

ュレータを利用した大規模な計算が出来るように、計算プログラムのチューニングを行い、㈱構

造計画研究所所有の PC クラスタの約 4,300 倍（昨年度の約 48 倍）の計算速度が得られることを

確認した。地震波の波動伝播解析については、本プログラムを用いて、地震が発生した場合に大

きな被害が出ると予測されている関東平野を対象に大規模な波動伝播解析を行い、過去に起こっ

た被害地震の観測記録とも調和的な結果が得られた。今後さらに 3 次元地盤構造を考慮した広帯

域地震動シミュレーションの計算精度を高めることにより、結果を高層ビルの設計用地震動、被

害予測、ハザード評価、家具転倒などの屋内被害予測などの様々な分野へ適用可能と考えられる。
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